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第３回全体会 審議資料

令和４年３月30日

第12期東京都生涯学習審議会



１ 開会

２ 議事
これからの地域コミュニティづくりにおける

都立学校のあり方に関する意見交換

３ 今後の予定
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本日御審議いただきたいこと
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「これからの地域コミュニティづくりにおける
都立学校の在り方」に関する検討枠組み
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これからの地域コミュニティづくりに貢献する都立学校
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『未来の東京』戦略（令和３年３月）

子供 高齢者 生涯学習 多文化共生 コミュニティ

【第12期生涯審で
御意見をいただき
たいこと】

『未来の東京』戦略
に掲げられた考え
方を、地域コミュニ
ティにある施設とし
ての都立学校（主
にハード）を活用を
活用して、どのよう
に具現化していく
か？

【検討の方向】
① 都立学校が都有施設として、都民生活を豊かにするためにどのように寄与でき

るか、検討する
② 学校施設を開放する際、基本的に教職員の負担をかけないことを前提とする
③ 学校施設を開放することにより、当該学校の生徒にもメリットをもたらす方策を

検討する

第２回 全体会での審議事項について

【第12期生涯審で御意
見を頂きたいこと】

『未来の東京』戦略に
掲げられた考え方を、
地域コミュニティにあ
る施設としての都立学
校（主にハード）を活
用して、どのように具
現化していくか？



〈新しい都立学校開放事業の考え方〉

１） 都立学校は、地域コミュニティづくり
において不可欠な都有の社会資源で
ある。

２） 少子高齢社会化、高度情報化、内
なる国際化、急激な社会構造の変化
に伴う多様なニーズに応えるための
学びの機会を提供する場としての
都立学校

３） 地域住民等に開放することで、学校
にとってもインセンティブが得られる
ような学校開放の在り方

審議の前提条件の確認

これまでの学校・教員中心で実施してきた都立学校開放事業の在り方を抜本的に見直し、
都民（青少年・成人・高齢者、障害のある方々等を含む）の生涯にわたる「学び」を支援
する仕組みに転換していきたい。

【審議の前提】

〈取組の方向性〉
（１） 在校時間の適切な把握と意識改革の推進
（２） 教員業務の見直しと業務改革の推進
（３） 学校を支える人員体制の確保
（４） 部活動の負担を軽減
（５） ライフ・ワーク・バランスの実現に向けた環境整備

「学校における働き方改革推進プラン」（平成３０年２月）

（目的）教員一人一人の心身の健康保持の実現と誇りとやりが
いを持って業務に従事できる環境を整備することにより、
学校教育の質の維持向上を図る。

〈見直しの視点〉
① 教員の関与が前提の公開講座は抜本的に見直す
② 学校施設開放は、土日、夜間等に教員が対応しなく

てよい仕組みづくりが不可欠

学校開放事業の在り方の抜本見直しが急務

『未来の東京』戦略を踏まえる
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（ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ準備局）

都立学校開放事業の体系

都立学校公開講座

高等学校等（中等・附属中含む）

盲・ろう・特別支援学校

都立学校施設開放

体育施設開放

学習文化施設開放

都
立
学
校
開
放
事
業

都立特別支援学校活用促進事業

リカレント型講座、家庭・地域の教育力向上講座（児童・
生徒対象、保護者と児童・生徒対象）

障害者本人講座、ボランティア養成講座

グラウンド・体育館等の開放

会議室・音楽室・図書館等の開放

■方針策定、予算配付、
情報集約、広報

・・・生涯学習課

■実施計画作成、広報、
受付、実施

・・・各学校



「
都
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開
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」

都立高校開放事業

都立特別支援学校開放事業

① 地域人材活用型（TEPRO連携）

② 青少年・若者支援NPO連携型

③ 他局・区市町村連携型

④ 学校特色型（専門高校等）

⑤ 体育施設開放型

⑥ 学習・文化施設開放型

〈以下の①から⑥の形から１つ以上を選択〉

新しい学校開放の事業体系（案）

① 障害者本人講座

② インクルーシブ講座

③ 他局、区市町村連携型

④ 体育施設開放型

⑤ 学習文化施設開放型

〈以下の①から⑤の形から１つ以上を選択〉

※なお、施設開放に当たっては、施設の管理業務はアウトソーシングすることで
学校・教員の負担を一切かけない方式を検討する。 7



（出典） 東京学芸大学教育インキュベーションセンター 金子教授作成資料

人生100年時代の学び リカレント型の学びの必要性
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（参考） 新しい時代の学びを実現する空間としての学校施設

文部科学省「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方について」中間報告、令和３年８月
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地域の拠点である学校を、子供の成長や地域住民の活動を支える社会の重要なインフラとして位置づけ、
『未来の東京』戦略に基づき、多様な都政課題解決に向けた取組を展開していく。

インクルーシブシティ
東京の実現、共生社会

(外国人、障害者等）

子供たち一人一人に
応じた多様な学び
の場の創出

地域の実情に応じた
ChŌjuの取組支援

シニアライフの充実

高校中退や正規雇
用経験のない若年層
へのアプローチ

生涯を通じた
キャリアアップデート

コミュニティ・
ラーニング・コモンズ

としての学校

都立高校・特別支援学校 小・中学校

地域コミュニティの核としての学校

都政の課題
TEPRO

サポーターバンク
企業・NPOとの

連携

都教委によるコーディネート

「コミュニティ・ラーニング・コモンズ」 としての学校

新成人期にいる若者
の着実な移行支援

知事部局の
生涯学習事業

子供の教育に特化され、
地域・社会から隔てられた

場所としての学校

転
換

知の交流の場
（地域・社会の学びの場）

地域・社会の共創空間

地域・社会の
「学びのコモンズ」
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今後の都立学校開放の考え方と事業展開案

都民の共有財産である都立学校施設を都の政策課題を解決する場として提供す
るとともに、都民生活に寄与する事業・講座を多様な社会資源との連携・協働型
で展開していく。

〈基本的考え方〉

〈政策課題〉 「『未来の東京』戦略 version up 2022」

◇東京リカレント（仮称）の一翼を担う
・都民の生涯教育をサポートする

◇インクルーシブシティ東京の実現
（学びの場でのインクルーシブを推進）

・外国人支援 ・障害者支援 等
◇デジタル等を活用した高齢者のQOLの向上

（区市町村の取組を支援、補完）
・高齢者の希望に応じた社会参画を一層の促進
・高齢者のデジタルデバイドの解消

◇人々のつながりや支え合いの輪を広げ、Communityを活性化する

◇スポーツのつながりを、まちの至るところに拡げる

地域コミュニティの活動の拠点として、学びの「共創空間」としての都立学校

〈今後展開する事業例〉

１） 他局、区市町村と連携した
地域住民向け講座

２） 市民を講師にした生涯学習
講座の実施

３） 学校施設の一部をコワーキング
スペースとして住民に提供

４） 若者NPO等に学校施設を提供
し、高校生と社会体験活動を実施

５） 企業やNPO等と連携し、インク

ルーシブな学びの機会の創出
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